
総 務 文 教 委 員  各 位

行政視察報告書作成にあたり、調査内容・感想等を記入願います。また、　１月２７日（金）までに事務局へ提出願います。メール（gikai@city.fujieda.shizuoka.jp）での提出の場合は、様式は問いません。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　前　（　石井通春　）

	視   察   先
	　岡山県　総社市

	研修テーマ（調査項目）
	【総社市の英語教育の取り組みについて】

	1 取組の経緯・内容

・人口68000人の市の北部地区（昭和地区）を特区とし、英語教育に力を入れることで定住促進を充実させる狙いがあった。
・小学校の標準時数を弾力化し総社市英語特区として平成26年度からスタート。小学校低学年から実施し、通常10時間を20時間とした。（特区内は、2幼稚園、2小学校、1中学校で5つ星学園と称す）

・小学生3年生から、外国語活動授業だけの実施に加えて、読み書きを加えた教科型授業を実施

・成果の軸を英検合格者数におき、小中学校とも合格者増

・地区外から5つ星学園に転入した子供数は実施前と比べ50人以上の増。3分の1は学区外生徒が占めるに至った。総社市独自の学区内に捉われない指定学校変更申立て制度利用者は650人中40名
2 今後の課題
・次期学習指導要領改訂に向けて中央教育審議会が出した答申に英語教育の低学年化があるが、批判がある。その理由は、早期実施によって①多忙な教員がますます多忙になる②早期から目標言語に触れる機会をつくればよいと考えるのは適切ではない（日本学術会議）の2点
・英検の合格者増も、違う学区から英語が得意な生徒が編入してくれば増えるのは当然であり、この点は担当者も中学校卒業後も昭和地区に留まる子はほとんどいないと認めていた事から、学校間の差別化を助長する危険性があると考える。隣の市からも通学する生徒がいる状況との事。（英検よりもＴＯＥＩＣ等が評価されていることもある）
・英語能力の向上も「他校より優れている調査はできていない」とこれからの課題であるとの事であった。来年度からベネッセによる調査テストで3年間の総括を行うとの事である。
3 市に反映できると思われる点
・とりたてて本市において英語教育の早期実践をする必要はないと思う。現在飽和状況にある小学校の授業過程にさらに詰め込みをすることになる事。

・国際化、グローバル化などと言われるが外国語（英語）をペラペラしゃべる事がそうだとは思わない。他民族の言語だけでなく（アメリカイギリスに限らず）習慣や宗教に対する理解力を深める事こそグローバル化だと考える。

・
4 その他（感想、意見）




総 務 文 教 委 員  各 位

行政視察報告書作成にあたり、調査内容・感想等を記入願います。また、　１月２７日（金）までに事務局へ提出願います。メール（gikai@city.fujieda.shizuoka.jp）での提出の場合は、様式は問いません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　前　（　石井通春　）

	視   察   先
	　岡山県　新見市

	研修テーマ（調査項目）
	【新見市ＩＣＴ活用推進事業の取り組みについて】

	1 取組の経緯・内容
・前市長による全戸光ファイバー網が形成されている。
・総務省の「きずなプロジェクト」により平成22年から全校生徒にタブレットを配布するＩＣＴ教育を実践。平成26年には全中学校に電子黒板を導入した。

・整備にあたっては、4つの重点項目①校内ＬＡＮの設置②生徒一人一人にタブレット配布③電子黒板④ＩＣＴ教育支援員の配備

・すべての授業でやっているものではなく、活用できるものと活用できないものがある

・中学生個々に渡したタブレットと先生とのタブレット間におかれる「ドロップボックス」を活用して生徒の発表を先生だけでなく生徒も把握する（映像、写真を自ら使う例もある）

2 今後の課題

・発表する機会が増える事、そしてその内容がすべての生徒に見られること（先生も）によって、表現力に工夫を凝らすようになった。
・実際の授業は古典の平家物語の那須野与一のシーンであったが、扇を様々な色彩等で生徒が表現しており、それが一人一人かなり違うことがわかった。
・週に2回程度は家庭に持ち帰りをする。目的外使用（ネット等）は生徒主催の人権集会を開き夜9時以降は利用しない、ダウンロードは行わないと決められていた（どこまで守られるかは疑問だが）

・生徒の応用力が向上した。班学習が増えたなどの効果があるとの事である。

・個々の意見を全生徒が把握することで相互理解力がふかまるとの事であった。

・敢えて専用システムは使わず、アプリの応用で授業を構成出来ていた。主に音楽、ビデオ製造アプリである。その理由は学校では使えるが社会に出てからでは役に立たない事、一旦ダウンすればどうしようもないこと、システムを覚えることはかなり負担になることなど

3 本市に反映できると思われる点

・有効な取り組みと思うが、新見市は専用知識を持つ職員（主に説明を担当した）がおり、その「威光」によってうまく進んでいるとの印象である。使い方をこなすキーパーソンの養成あってこそだと思う。
4 その他（感想、意見）

・仮に導入となれば、大手の会社に発注することなく、市内中小の関連会社の仕事起こしに活用してもらいたい。



総 務 文 教 委 員  各 位

行政視察報告書作成にあたり、調査内容・感想等を記入願います。また、　１月２７日（金）までに事務局へ提出願います。メール（gikai@city.fujieda.shizuoka.jp）での提出の場合は、様式は問いません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　前　（　石井通春　）

	視   察   先
	　岡山県　宗像市

	研修テーマ（調査項目）
	【宗像市小中一貫教育の取り組みについて】

	1 組の経緯・内容
・市内全体ではなく、校区を区切って「学校併設型」「学校分離型」とするものであり、都市部を中心とした他地域で進められている統廃合に向けた一貫化とは一線を画す。全国に100校ある小中一貫校の半数以上が統廃合となっている実態に対して教育長談（朝日新聞3月30日付記事）
・自由通学区は「学校間の格差につながる」（説明にあたった教育部長）ので設けていない。各学区内での一貫教育
・小学校⇒中学校、中学校⇒小学校で教える兼務教諭を配置する。各学校間の実質的な「校務会議」を月1回開き検討提示する

・６・３から４・３・２への教育区分化
2 今後の課題

・小中一貫教育全体には賛否があると感じている。特に、それを名目とした学校統廃合に結びつくことを危惧しているが、宗像市は指導方法の一環であり統廃合とは違うと感じる。
・効果として、学力テストの点数上昇が挙げられていた（確かな学力と称していた）が、学テは真の学力と思わない（試験実施後半年後に結果が返るので無意味、わからないことを自ら学ぶものではなく暗記式テストの序列化はモノサシに過ぎないと思うので）
・生徒にとって、小学校時代の先生が中学校でもいてくれることは心の支えとなるであろうが、一方で教師の多忙化にますます拍車をかけないか。協議会などの機会もふえるのではないか。会議は夏休みに実施する、不定期化をやめるなど対策をしているとの事だが、数が増えることで解消できているのか
・一貫教育導入の大義名分として言われるのが「中1ギャップの解消」だが、導入前と導入後でいじめ件数、不登校件数がどう推移したのか具体的な提示はついになかった。解消率100％とは言っていたがよくわからなかった
・一貫化によって失われる小学生高学年のリーダシップの欠如（高学年の子が低学年の子の面倒を見る）は、各行事毎に学年に担当制を置くことにしている（例：モズク取りは5年生、もちつきは中2年生、遠足の引率リーダーは行きと帰りで担当学年を変えるなど）ただし、ここまでできるようになったのは地域の理解も深まってから（推進会議が充実してから）であって、すぐに出来るものではない。また「施設一体型」は、大島地区（離島）であり都市部と違う事情があるようだ（主体生計のほとんどが漁業であることなど、家族間のつながりが強い地域であろうと思う）
3 本市に反映できると思われる点

・生徒や教師の移動には公用車を使っている。会議の実施を仕切る「学園コーディネーター」配備など行政側の支援は不可欠。
・開始当初はすごく時間がかかったとの事、遠足ひとつとっても誰が引率するのか等々。藤枝市は効果ばかりを強調し、早急に全学区で導入すべきではない。

・瀬戸ノ谷地区のケース（小中単独で行事の開催が難しい）と宗像市のケース（小倉博多近郊であり単独でも行事が出来る）との比較は不可能と思う。
4 その他（感想、意見）



